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ひとたび航空や船舶の事故等が発生すると、その調査には、発生国、登録国(旗国)、運航者国、

設計国、製造国の他、自国民が死亡または重傷を負った国にも参加する権利があり、複数の国が関

係する場合が多くなります。したがって、事故の原因を究明し、同種事故の発生防止につなげてい

くためには、関係各国間の協力が不可欠となっています。また、鉄道分野においても、各国の調査

機関が事故調査に関する情報交換を行うことは、類似事故の発生防止のために重要です。

このようなことを受け、当委員会では、国際機関や各国事故調査機関との協力を積極的に推進し、

様々な国際的取り組みを行っています。

今回は、最近行った主な取り組みについて紹介します。
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事 故 調 査 に 関 す る 国 際 的 な 取 り 組 み

国際運輸安全連合への参加

韓国航空・鉄道事故調査委員会との調査協力

本年2月、東京において、韓国の国土海洋部 航空・鉄道事故調査委員会(ARAIB)
と調査協力会議を開催しました。韓国との間では、平成 16 年に航空事故調査に関
する協力文書に署名を行っていましたが、今般、航空に加え鉄道事故も含めた協力
体制を構築することを目的に、両国の事務局長が事故調査協力に関する意図表明文
書への署名を行いました。

フランス航空事故調査局との調査協力

本年 4 月、東京において、フランス航空事故調査局(BEA)との間で事故調査に関
するセミナーを開催しました。フランスとの間では、平成 14 年に調査協力に関す
る意図表明文書への署名を行って以来、毎年のように交流しており、今回のセミナ
ーでは、ケーススタディのほか、コミュニケーションに関して時間が割かれ、メデ
ィア、被害者、家族等への情報提供の手法、重要性等について、活発な意見交換が
行われました。

インドネシアへの技術移転

現在、当委員会では、インドネシア国家運輸安全委員会(NTSC)の航空事故調査能
力向上を目的として、航空事故調査官1名を国際協力機構(JICA)長期専門家として
派遣し、事故調査に関する技術移転を行っています。本年3月、この取り組みの一
環として、運輸安全合同会議等がジャカルタにおいて開催され、後藤委員長をはじ
めとして航空・鉄道・船舶の各事故調査官が出席し、航空に加えて鉄道、船舶も含
め、インドネシアの事故調査体制の現状と課題等について検討しました。

本年6月、ストックホルムにおいて、国際運輸安全連合(ITSA)委員長会議が開催
され、後藤委員長のほか鉄道事故調査官が参加しました。ITSAは、世界14の国・
地域の運輸事故調査機関がメンバーとなっている国際組織で、各国メンバーが実施
した航空、鉄道、船舶等の事故調査経験を基に事故原因及び事故調査手法等に関す
る情報交換を行い、運輸全般の安全性向上を目指し、毎年委員長会議を開催してい
ます。


